
 

 

平成２１年１月２３日 

海 上 保 安 庁 

 

 

交通政策審議会第１８回海事分科会での審議について 

 

本日、交通政策審議会（会長 御手洗 冨士夫 (社)日本経済団体連合会会長）

第１８回海事分科会（分科会長 杉山 武彦 一橋大学学長）が開催されました。 

審議の結果、新交通ビジョンを踏まえた海上交通の安全確保のための制度の改

正について、答申の内容がとりまとめられました。その概要は別添のとおりです。 

 

 

問合せ先  

 交通部安全課 

航行安全企画官 安尾 博志（やすお ひろし）

電話 03-3591-6361（代表） 内線 6261 
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新交通ビジョンを踏まえた海上交通の安全確保のための制度改正について

Ⅰ．はじめに

我が国における海難の発生隻数等は、横ばい傾向で推移している。また、今後

も、船舶の大型化・高速化の進展、外国籍船舶の増加等により潜在的な海難のリス

クが高まっていくものと考えられる。

一方で、平成19年４月には海洋基本法が成立し、海洋の安全の確保を図ることが

国の責務であると明記された。また、平成20年３月に閣議決定された海洋基本計画

では、海上交通の安全に係る取り組みとして海上交通ルールの見直し等を推進する

こととされた。

さらに、リアルタイムでの船舶の動静把握等を容易にする船舶自動識別装置（Ａ

ＩＳ）の普及が進展している。

こうした状況の中、平成20年６月、本審議会において「ＡＩＳの整備等を踏まえ

た新たな船舶交通安全政策のあり方について」の答申（新交通ビジョン 海上交通

の安全確保に向けての新たな展開）をとりまとめたところである。

今般、同答申の内容を踏まえ、海域の特性に応じた新たな航法の設定、船舶の安

全な航行を援助するための制度の創設等を内容とする海上交通の安全確保のために

必要となる所要の制度改正について、以下のとおりとする。

Ⅱ．海上交通の安全確保のために必要な制度改正について

１．ふくそう海域における安全性の向上

（１）航路における一般的な航法

①追越しの禁止

一定の航路の区間をこれに沿って航行している船舶は、他の船舶（著しく遅

い速力で航行している船舶を除く。）を追い越してはならないものとするこ

と。

②航路外での待機の指示

海上保安庁長官又は港長は、自然的条件及び船舶交通の状況を勘案して、航

路を航行する船舶の航行に危険を生ずるおそれがある場合において、航路を航

行し、又は航行しようとする船舶の危険を防止するため必要があると認めると

きは、当該船舶に対し、当該危険を防止するため必要な間航路外で待機すべき

旨を指示することができるものとすること。

③ＡＩＳを活用した進路を知らせるための措置

船舶が航路外から航路に入ろうとするとき等は、進路を他の船舶に知らせる

ため、信号による表示に加えその他一定の措置を講じなければならないものと

すること。

（２）特定の海域における航法

①来島海峡航路における航法
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（ⅰ）逆潮の場合は、一定の速力以上の速力で航行するものとすること。

（ⅱ）海上保安庁長官は、来島海峡航路において転流すると予想される場合等に

おいて、船舶交通の危険を生ずるおそれがあると認めるときは、航路をこれ

に沿って航行し、又は航行しようとする船舶に対し、特別な航法を指示する

ことができるものとすること。

（ⅲ）来島海峡航路をこれに沿って航行しようとする船舶の船長は、その名称等

を海上保安庁長官に通報しなければならないものとすること。

②航路以外の海域における航法（航路出入口付近海域等における経路）

海上保安庁長官は、自然的条件、工作物の設置状況又は船舶交通の状況によ

り、船舶の航行の安全を確保するために船舶交通の整理を行う必要がある航路

以外の海域について、船舶の航行に適する経路を指定することができるものと

し、当該海域を航行する船舶は、できる限り、当該経路によって航行しなけれ

ばならないものとすること。

（３）船舶の安全な航行を援助するための措置

①海上保安庁長官等が提供する情報の聴取

海上保安庁長官又は港長は、航路（港内にあっては船舶交通が著しく混雑す

る特定港内の一定の航路）及びその周辺の特に船舶交通の安全を確保する必要

がある一定の海域を航行する等の条件に該当する船舶に対し、船舶交通の障害

の発生に関する情報その他の当該航路等を安全に航行するために当該船舶にお

いて聴取することが必要と認められる情報を提供するものとするとともに、当

該条件に該当する船舶は、当該航路等を航行している間は、当該情報を聴取し

なければならないものとすること。

②航法の遵守及び危険の防止のための勧告

海上保安庁長官又は港長は、①の条件に該当する船舶が交通方法に従わない

で航行するおそれがあると認める場合、又は当該船舶の航行に危険が生ずるお

それがあると認める場合において、当該交通方法を遵守させ、又は当該危険を

防止するため、必要な限度において、当該船舶に対し、必要な措置を講ずべき

ことを勧告できるものとするとともに、勧告に基づき講じた措置について報告

を求めることができるものとすること。

（４）その他

①航路通報・指示対象船舶の拡大

航路を航行しようとするときにあらかじめ船舶の名称等を通報しなければな

らない船舶として、航路ごとに定める一定の長さ以上の船舶等を追加するもの

とすること。

②危険防止のための交通制限手続の迅速化

海上保安庁長官は、船舶交通の障害の発生等により船舶交通の危険が生じ、

又は生ずるおそれがある海域について、緊急の必要がある場合においては、告

示以外の適当な方法により、当該海域を航行することができる船舶又は時間を
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制限することができるものとすること。

２．港内船舶交通の効率化、安全対策の強化

（１）効率的な交通整理手法の導入

一定のトン数又は長さ以上の船舶は、一定の水路を航行しようとするとき

は、港長に、船舶の名称等を通報しなければならないものとするとともに、当

該水路に接続する海上交通安全法の航路を航行しようとする船舶が、同法の規

定による通報と併せて、停泊し、又は停泊しようとするけい留施設を通報した

ときは、当該水路に係る通報をすることを要しないものとすること。

（２）異常な気象等の場合の危険防止のための指示・勧告

港長は、異常な気象又は海象、海難の発生その他の事情による危険を防止す

る等のため、特定港内等にある船舶に対し、停泊する場所及び方法を指定し、

移動を制限し、又は特定港内等から退去することを命ずることができるものと

するとともに、危険を生ずるおそれがあると予想される場合において、危険の

防止の円滑な実施のために必要な措置を講ずべきことを勧告することができる

ものとすること。

Ⅲ．新たな制度の実施時期について

Ⅱ．の安全対策を実施するための制度改正を行った上で、新たな制度の運用にあ

たっては、海事関係者等の意見を十分踏まえる等の所要の準備等に必要な期間を考

慮し、原則として、制度改正後約１年以内に実施する。


